
　連日の猛暑日や豪雨被害の増加など、気候変動の問題は既に私たちの日常生活に影
響を及ぼすような状況になっています。日野市は令和4年11月に気候非常事態宣言を行
い、この問題に取り組む決意を表明しました。今回の新春対談では、長年、地球温暖化・
気候変動問題に取り組んで来られた専門家のお二人をお迎えしてお話を伺いました。
お正月にこの問題についてじっくりと考えてみませんか（文中敬称略）。

■気候問題に取り組む
　姿勢～諸力融合
市長 私は、さまざまな課題にすべて
の人・団体と力を合わせ、対話をしな
がら一緒に取り組むという意味の「諸
力融合」という言葉をスローガンとし
て掲げてきました。気候危機の問題
も、そうしていかなければならないと
思っています。
　令和4年11月の環境フェアで、日野
市は気候非常事態宣言を行い、広く
行政、市民、そして企業と一体となっ
てゼロカーボンシティに向かって進ん
でいくことを宣言しました。それを受
けて、今年は、気候市民会議を開催し、
市民・行政一体となってこの大きな問
題に取り組んでいくということを考え
ておりますし、今年はそういう年にし
たいと思っています。

山本 諸力融合という言葉を伺って大
変素晴らしいと思いました。諸力融合
をしなければ、今の危機を突破するこ
とはできない。
　まず申し上げたいのは、“危機”と“非
常事態”は、日本語では同じように考
えられていますが、英語の世界では、
明確に違うということです。日本では

“気候危機宣言”を行っている自治体
もありますが、これは世界的な気候非
常事態宣言の統計には入れられていま
せん。まだ“危機”では認識が甘いか
らです。

　なぜかというと、“非常事態”は直ち
に行動を起こすことに直結しているか
らです。非常事態には、緊急行動をと
らないといけないので、私権の制限が
入ります。例えばコロナのロックダウン
がそうです。つまり、民主主義を制限
しないとわれわれは危機を突破できな
いというところまで来ているわけです。
　非常事態には、戦争・コロナ・気候
問題などの例がありますが、このよう
に複合化する非常事態に対して民主
主義を守りながらどう対応するかとい
うことが極めて重要なテーマになって
います。日野市が行う気候市民会議
でランダムに選ばれた市民の意見を聴
取して、それを政策に反映させる方法
もその一つですが、それが今非常に議
論されているところです。
　そういうことで、気候の非常事態を
公に宣言するということは、大変なこ
となんです。

江守 僕から申し上げたいのは、ぜひ
前向きな姿勢でこれに取り組むべきで
あるということです。2015年に世界で
一斉に行われた世界市民会議「気候変
動とエネルギー」の調査で「気候変動
対策は、あなたにとってどのようなも
のですか」と聞いたところ、世界全体
では「生活の質を高める機会である」
と答えた人が多かったのですが、日本
では「生活の質を脅かす」と答えた人
が多かった。つまり、日本では気候変
動対策は、暑いのにエアコンを使って

はいけないんじゃないかとか、何か我
慢や負担をすることだというイメージ
で捉えられているのです。
　もちろん、過剰な消費を見直して適
正化することは必要だと思います。け
れども、そこそこ快適な生活を諦めて
くださいと言っているわけでは決して
なくて、むしろ気候変動対策をするこ
とによって生活の質は上がっていくん
です。
　例えば、再生可能エネルギーを増や
すことには、乱開発などの問題もあり
ますが、国産のエネルギー源なので今
のような燃料高の時にメリットがある
ほか、災害時に非常電源としても使え、
大気汚染物質も出ない、そして地域
の中で地産地消的に回るエネルギー
になるかもしれない、というように考
えると良いことがたくさんあります。
　市の姿勢としても義務感でやるので
はなくて、SDGs未来都市に日野市が
都内で最初に選定されたように、市
が率先して皆が幸せになるような脱炭
素社会を実現することで、市の評判も
上がるし、そのモデルが周りに波及し
ていくことで日本全体をリードしてい
くことができる。つまり、取り組むこ
と自体にメリットがあると考えていた
だきたいです。

山本 諸力融合についてですが、私ど
もの大学では、キャンパスの建設を請
け負っている建設会社にも気候非常
事態宣言をお願いしたら、やってくれ
たんですよ。なので、日野市も大学や
近隣自治体に働きかけてほしいです。
諸力融合でお互いに影響を及ぼし合
いながら、この問題に立ち向かわな
ければなりません。

　それから、江守先生が強調されたよ
うに、持続可能な経済社会を目指して
いるわけですから、それには脱炭素、
脱物質、自然共生だけでなく、もう一
つ社会的連帯経済という要素をぜひ入
れていただきたい。つまり助け合って
いくという要素なんですよ。イギリスの
自治体のプランでは、貧しい世帯や外
国人世帯にどう配慮するかまで考えら
れています。例えば蛍光灯をやめて
LED電球にするにはお金が掛かります。
そういう配慮を積極的に考えていかな
ければいけないと思います。
　また、お願いしたいのは、ぜひ科
学的にやっていただきたいということ
です。日本の温暖化対策の基本計画
は科学的に書かれていない。カーボ
ンニュートラルと言われていますが、
何をゼロにするのか、CO2を計算する
ときにその範囲が明確でないんです。
われわれが使う製品やサービスでも間
接的にどこかでCO2を出しているわけ
です。それも計算しないといけない。
欧米の自治体の計画には、何をいつ
までにどれだけ削減するかがきちんと
書いてあります。
　さらに、欧米では市役所は民間より
もっと早くゼロにするというのが普通
のやり方なんです。市全体と市役所を
分けて市役所の方は早く設定している
わけです。ところが、日本の場合は、
皆一斉に横並びで2050年カーボンニ
ュートラルと言っています。だから、
日本の自治体も政府の目標よりもっと
早い目標を設定しないといけないと思
っています。

■日野市と気象災害
江守 日野市は気象災害の深刻さの認

識はお持ちになっていますか。猛暑と
か台風とか。

市長 令和元年の台風第19号で、浅川
が越水寸前までいきましたし、多摩川
は増水で日野橋が破損して半年通行
不能になりました。日野市より人口規
模の大きい自治体は多摩地域にたく
さんありますが、避難者は日野市が一
番多く、8,600人もの人が避難しまし
た。まさに深刻な危機でした。

江守 それが起きた直後は本当に対応
が大変だと思いますけれど、少しして
振り返る時に、気候変動対策の必要
性を皆で理解するきっかけにすること
がとても大事です。日本では気象災害
があっても、例えばパリ協定などと結
びつけて報道されないということが指
摘されています。そういう機会に認識
を深めることは大事なのかなと思って
います。

市長 われわれも台風第19号の対策と
いうことで、やはり防災が前面に出て
しまいます。

江守 そうですね。防災は防災ですご
く大事です。

市長 防災は防災で大事なんですが、で
はなぜあれだけの大雨が降ったのか。
千年に一度の雨が降るということを想
定したハザードマップがあって、その
想定が既にもう起きてしまった。その
原因は何なのかを環境問題として捉え
直す呼び掛けは、自治体としてできて
いないなと思いました。ご指摘ありが
とうございます。

	気候非常事態宣言って何？
　気候非常事態宣言は、気候変動が異
常な状態にあることを認識し、積極的
に地球温暖化対策に取り組む意思を表
明するもので、現在までに世界で2,000
以上の行政機関などが行っています。
　日野市は
令和4年11月
に環境フェ
ア内で気候
非常事態宣
言を行いま
した。
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	世界の取り組み
■パリ協定（平成27年）
産業革命前との比較で世界の気温上昇を
1.5℃までに抑えることを定めた国際的な
協定。達成には世界の温室効果ガスの排
出を実質ゼロにすることが必要。
	日本の取り組み
■カーボンニュートラル宣言(令和2年)
CO2排出量を2050年までに実質ゼロとす
ることを目指す宣言。この実現に向けて

「グリーン成長戦略」を策定。

	日野市の取り組み
■都内初のSDGs未来都市に選定（令
和元年）
■第3次環境基本計画、第4次地球温
暖化対策実行計画策定（令和3年度）
CO2排出量を2030年マイナス46％、
2050年実質ゼロとする目標を定めた。
■日野市気候非常事態宣言発出
（令和4年11月）
■日野市気候市民会議開催
（令和5年予定）
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